
１　総括

 (1)人件費の状況（普通会計決算）

（注）人件費には、職員に支払われる給与のほか、町長や町議会議員等の特別職に支払われる給料、報酬等を含みます。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、令和4年4月1日現在の普通会計に属する人数です。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
      　職員数には当該職員を含んでいない。

(3)ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数

　　　　（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を

　　　　１００として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。 　

　　　※　令和6年4月1日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上

　　　　昇している場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　　　①給料表の見直し

[　実施　　　未実施　]

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由）

　　　　②その他の見直し内容

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引き下げ及び地域手当の支給
割合の見直し等に取り組むとされている。

 （給料表の改定実施時期）平成27年4月1日
 （内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ平均1.5％引き下げ。（最大で△2.8%見直し率）
 　　　　激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日まで）経過措置（現給保障）を実施。他の給料表についても
        一般行政職給料表との均衡を踏まえ見直しを実施。

防疫等作業手当、夜間看護等手当について、国の人事院規則に準じて新設または見直し(令和2年3月1日)

千円 千円

137 477,506 82,902 183,092 743,500 5,427 5,508

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

5年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

11.9 13.2

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）　一人当
たり給与費

　　　　　　　　B/A

（参考）　類似団体
平均一人当
たり給与費　　　　　　Ａ 給　 料

　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　％

　　（6年1月1日）

12,014 10,165,520 687,104 1,204,831

宝達志水町の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳　出　額　 実質収支 人　件　費 人件費率 （参考）

　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 4年度の人件費率

5年度 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和6年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

※個人情報の観点から、職員が1～2名の場合はデータを全て「＊（アスタリスク）」とする。

＊民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（令和3年～令和5年の3ヶ年平均）
＊技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
＊年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支
　給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。
（注）１　「平均給料月額」とは、令和6年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当　　　　　 
　　　　の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかかにされているものである。
          また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたも　　　　 
　　　　の）で算出している。

（2)職員の初任給の状況（令和6年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和6年4月1日現在）

円 円 円 円

円 － 円 円 円

＊ ＊ ＊ 円 － 円 － 円 ＊ ＊ ＊ 円

－ 円 － 円 － 円 － 円

-

技能労務職 高　校　卒

中　学　卒

高　校　卒 259,000 336,600 366,900

一般行政職 大　学　卒 278,600 330,100 358,000 377,200

中　学　卒 155,300 147,500 －

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

高　校　卒 166,600 167,000 166,600

技能労務職 高　校　卒 164,000 164,000 －

国

一般行政職 大　学　卒 196,200 196,700 196,200

***円 － －

区　　　　　分 宝達志水町 石　川　県

宝達志水町 － － －

うち自動車運転
手 ***円 2,868,200 －

うちその他技能
労務職

- －

区　　分

参　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員(C) 民間(D) C/D

類似団体 52.1 4 291,863 311,904 300,816 - －

- － - －

- － - －

国 51.2 1,829 288,144 - 330,553

*** - － - －

石川県 55.2 120 297,510 309,792

***
乗用自動車運転
者 60.6 232,800 －

うちその他技能労務職 *** 2 *** ***

- － - －

うち自動車運転手 *** 1 *** ***

宝達志水町 33.8 3 225,800 269,866 242,966

参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

(A)
平均給与月額

（国比較ベース）
対応する民間
の類似職種

平均
年齢

平均給与
月額（B)

A/B

類似団体 41.3 306,155 355,084 328,809

区　　分

公務員 民間

石川県 42.3 322,951 430,218 356,264

国 42.1 323,823 - 405,378

（国比較ベース）

宝達志水町 44.2 313,500 367,694 329,793

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和6年4月1日現在）

（注）１　宝達志水町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2)昇給への勤務成績の反映状況

イ 人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ 人事評価を実施していない

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

管理職員 一般職員

昇給可能な
成績率

昇給実績がある
成績率

昇給可能な
成績率

昇給実績がある
成績率

７級 課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

2 1.8 373,400 450,900

６級 課長、事務局長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

5 4.5 335,000 415,700

５級 課長、室長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

8 7.2 309,800 398,200

４級 課長補佐、次長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

19 17.1 287,300 386,100

３級 主幹、主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

53 47.7 261,300 354,700

２級 主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

8 7.2 230,000 308,500

１級 主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 円 円

16 14.4 183,500 258,100

給料月額 給料月額

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の 最高号給の

令和5年度中における運用



４　職員の手当の状況

（1)期末手当・勤勉手当

千円 千円

（5年度支給割合） （5年度支給割合） （5年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

 
○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

イ 人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ 人事評価を実施していない

（2)退職手当（令和6年4月1日現在）

宝達志水町 国

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、5年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3)特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

千円

　円

　％

10,166 千円

１ 勤務時間が深夜２２時から
翌朝５時まで　7,300円
２ 深夜における勤務時間が4
時間以上　3,550円
３　深夜における勤務時間が2
時間以上4時間未満　3,100円

病院に勤務する医療給料表の適
用を受ける職員のうち町長の定め
る職員

正規の勤務時間以外の
時間において、勤務の時
間帯その他に関し町長が
定める特別な事情の下で
救急医療等の業務に従

221 千円  1回1,140円

放射線取扱手当
エックス線その他の放射線を人体
に対して照射する作業に従事する
職員

エックス線その他の放射
線を人体に対して照射す
る作業

245 千円 月額7,000円

夜間看護等手当

病院に勤務する助産師、看護師
又は准看護師の師の資格を有す
る職員及びこれらの職員の業務を
補助する職員

正規の勤務時間による勤
務の一部又は全部として
午後10時から翌日の午前
5時までの間において看
護等の業務に従事したと
き。

医療業務手当

医療業務及び診療業務について
の調査、研究に従事する医療給
料表の適用を受ける職員のうち、
町長の定める職員

医療業務及び診療業務
についての調査、研究

15,702 千円
予算の範囲内で町長が別に
定める額

行旅死亡人等処置手当
行旅死亡人又は行旅病人の収容
作業に従事した職員

行旅死亡人又は行旅病
人の収容作業 0 千円 死亡人1万円、病人 3千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（5年度） 17.4

手当の種類（手当数） ５種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（5年度決算）
左記職員に対する支給単価

11,128 19,461

支給実績（5年度決算） 16,382

支給職員１人当たり平均支給年額（5年度決算） 431,092

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

管理職員 一般職員

令和5年度中における運用
支給可能な

成績率
支給実績がある

成績率
支給可能な

成績率
支給実績がある

成績率

（1.375） （0.975） （1.375） （0.975） （1.375） （0.975）

2.45 2.05 2.45 2.05 2.45 2.05

宝達志水町 石川県 国

１人当たり平均支給額（5年度） １人当たり平均支給額（5年度）
―

1,490 1,633

防疫等作業手当

新型コロナウィルス感染症から町
民の生命及び健康を保護するた
めに
従事した職員、感染症の患者等の
身体に接触して行う作業に従事
した職員

新型コロナウィルス感染症
患者等に接して行う診療､
救護､看護､検査､搬送､
病原体付着物等の処理
作業等

5,750 千円

日額3,000円
(患者等の身体に接触する作
業又は患者等に長時間接す
る作業は4,000円)



 (4)時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（5年度決算）」と同じ年度の

4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

であり、短時間勤務職員を含む。

(５)その他の手当（令和6年4月1日現在）

　支給職員１人当たり

　平均支給年額

（5年度決算）

○扶養親族のある職員に対して下記の

　　区分により支給

　・配偶者 円

　・子　 円

　・父母等　 円

　・満16歳の年度初めから満２２歳の

　　年度末までの子 円

○借家・借間居住者

　・家賃が月額27,000円以下

　　 家賃－16,000円

　・家賃が月額27,000円を超え61,000円未満

　（家賃－27,000円）×1/2＋11,000円

　・家賃が月額61,000円以上

28,000円

○交通機関を利用して運賃等を負担して

　　いる職員

　・運賃相当額が55,000円以内　

全額支給

　・運賃相当額が55,000円超

55,000円

○交通用具等を使用している職員

2 ～ 5㎞ 円

5 ～ 10㎞ 円

10 ～ 15㎞ 円

15 ～ 20㎞ 円

20 ～ 25㎞ 円

25 ～ 30㎞ 円

30 ～ 35㎞ 円

35 ～ 40㎞ 円

40 ～ 45㎞ 円

45 ～ 50㎞ 円

50 ～ 55㎞ 円

55 ～ 60㎞ 円

60㎞以上 円

管理職手当 ○管理又は監督の地位にある職員について、

　その特殊性に基づいて支給

給料表の別に、職務の級及び区分に応じて

29,600円～77,400円

災害派遣手当 ○災害対応対策又は災害復旧のために派遣された

　職員に対して支給

3,970円／日

31,600

同 8,008千円 500,500 円

同 ― ―

18,700

21,600

24,400

26,200

28,000

29,800

2,000

4,200

7,100

10,000

12,900

15,800

同 2,229千円 247,667 円

通勤手当
同 8,025千円 76,428 円

6,500

10,000

6,500

5,000

（１人につき・加算額）

住居手当

扶養手当
同 10,489千円 223,170 円

職員１人当たり平均支給年額（4年度決算） 270

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

支給実績
（5年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（5年度決算） 368

支給実績（4年度決算） 36,180

支給実績（5年度決算） 49,998



５　特別職の報酬等の状況（令和6年4月1日現在）

（参考）類似団体における最高/最低額

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

　７６万円×在職年数×（100/100+487/100)  17,844,800円 　任期毎

　６０万円×在職年数×（100/100+207/100)   7,368,000円 　任期毎

(注）１　退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期(4年＝48月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

181.45

合　　計
218 211 7

＜参考＞

[     273     ］ [     273     ］

その他 9 7 2

小　計 91 86 5

下水道 3 3 0

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病　院 75 73 2 職員配置の見直し

水　道 4 3 1

小　計 127 125 2

＜参考＞

105.71

89.06

教育部門 20 23 △ 3

土　木 7 7 0

計 107 102 5

＜参考＞

農林水産 7 8 △ 1 職員配置の見直し

商　工 2 2 0

衛　生 15 11 4 職員配置の見直し

労　働 0 0 0

民　生 24 26 △ 2

総　務 41 36 5 職員配置の見直し

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 2 3 △ 1

税　務 9 9 0

 ２　　ただし町長の給料は任期満了まで10％カットしている。

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
令和6年 令和5年

期
末
手
当

町長、副町長 　　（令和5年度支給割合）　３.４５月

議長、副議長、議員 　　（令和5年度支給割合）　３.４５月

退
職
手
当

町　　　　　　長

副 町 長

最低額

247,000

副　議　長 285,000 330,000 193,000

議　　　員 275,000 310,000 175,000

556,500

副　町　長 600,000 676,000 514,400

報
　
酬

議　　　長 337,000

最高額

412,000

給
　
料

町      長 760,000
最高額

846,000
最低額

区　　　分 給　　料　　月　　額　　等



（2)年齢別職員構成の状況（令和6年4月1日現在）

　

(3)職員数の推移

％

％

％

％

％

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

▲ 5 ▲ 2.2

91 2 2.2

総合計 223 218 218 214 211 218

公営企業等会計計 89 89 89 87 86

▲ 13.0

普通会計計 134 129 129 127 125 127 ▲ 7 ▲ 5.2

▲ 4 ▲ 3.6

教育 23 22 21 22 23 20 ▲ 3

令和6年
過去5年間の
増減数（率）

一般行政 111 107 108 105 102 107

　　　　　年度
部門別

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

（各年4月1日現在）

11 9 9 16 20 120 3 6 8 15

人 人 人

2 111

人 人 人 人 人 人
職員数

人 人 人 人

55歳 59歳 以上未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～

計区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳
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16
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構成比 

５年前の構成比 

% 



職員の服務等について

１　職員の勤務時間その他勤務条件の状況

（1)勤務時間の状況（令和6年4月1日現在）

（2)休暇の状況（令和6年4月1日現在）

２　職員の分限及び懲戒処分の状況
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

※懲戒処分：職員に、法令等違反や全体の奉仕者である公務員としてふさわしくない非行があった
　場合などに、公務員関係の秩序を維持するため、制裁として行うもの。
※分限処分：公務の能率を維持し公務の適正な運営を確保するため、勤務実績が良くない場合や
　心身の故障により長期の休養を必要とする場合に、職員の意に反して行うもの。

０人 6人 ０人

０人 0人 0人 0人

分限処分
免　　　職 降　　　任 休　　　職 降　　　給　

０人

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により
勤務することが困難であると認められる場合

必要と認められる期間

介
護
休
暇

配偶者、父母、子、配偶者の父母及び兄弟姉妹等を２週間以
上にわたり介護するため、勤務しないことが相当であると認
められるとき

介護を必要とする一の継続する状
態ごとに、連続する６月の範囲内

懲戒処分
免　　　職 停　　　職 減　　　給 戒　　　告

父母等の追悼のための特別な行事 １日の範囲内

夏季休暇
７月から９月までの間に５日の範
囲内

地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失
し、又は損壊した場合で、職員が当該住居の復旧作業等のた
め勤務しないことが相当であると認められるとき

７日の範囲内

職員の妻の出産に伴う入退院の付添い等を行う場合
妻が入院する等の日から出産の日
後２週間の期間内に２日

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、子を
看護する必要がある場合

１の年において５日の範囲内

忌引休暇
親族の区分により１日から７日の
範囲内

男性の育児参加 １歳までの間で５日の範囲内

出生サポート休暇
不妊治療に係る通院等5日
体外受精の場合は10日の範囲内

生理休暇 ２日以内の範囲内

１の年において５日の範囲内

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
休
　
　
　
　
暇

結婚休暇 
連続する７日(土日を除く)の範囲
内

産前・産後休暇 産前８週間・産後８週間

生後1 年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のため
の授乳等を行う場合

１日２回それぞれ３０分以内の期
間

産後パパ育休
子の出生後８週間以内において４
週間までの期間

公務上又は通勤による負傷又は疾病 必要と認められる期間

特
別
休
暇

選挙権その他公民としての権利の行使 必要と認められる期間

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体
の議会その他官公署へ出頭する場合

必要と認められる期間

骨髄移植のための登録又は提供に伴う検査、入院等 必要と認められる期間

自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う
場合

（注）業務の性質により上記の勤務時間によることができない勤務箇所の勤務時間は上記以外の勤務の割り振り
によります。

職員の休暇については、「職員の勤務時間、休暇等に関する条例」及び「職員の勤務時間、休暇等に関する規
則」により定められています。

区分 事　　　　　由 期　　　間

病
気
休
暇

下記以外 ９０日の範囲内

結核性疾患 １年の範囲内

勤務時間 　８ ： ３０　～　１７ ： １５（１週間の勤務時間　３８時間４５分）

休憩時間 １２ ： ００　～　１３ ： ００


